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【要 約】  
ここ数年、中国は、通貨人民元を徐々に国際通貨に昇華させるべく、一連の改革を進













































































11 月 26 日付で発表した SWIFT  RMB  Monthly 






















































現に 2014 年 6 月の初めに、中韓両国間の通貨ス
ワップ枠が貿易の決済に用いられた実例もある。
（２）巨額に上る中国の通貨スワップ協定
人民銀は、2008 年 12 月に韓国の中央銀行、韓
国銀行との間に 1,800 億元のスワップを結んだの






兆 1,075 億元のスワップ枠が有効である（表 1）。 
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表 1：中国が結んだ 2 国間通貨スワップの概要 
締結時期 相手国・地域名 規模 
2008/12/12 韓国 1800 億元 
2009/1/20 香港 2000 億元 
2009/2/8 マレーシア 800 億元 
2009/3/11 ベラルーシ（失効中） 200 億元 
2009/3/23 インドネシア 1000 億元 
2009/4/2 アルゼンチン 700 億元 
2010/6/9 アイスランド 35 億元 
2010/7/23 シンガポール 1500 億元 
2011/4/18 ニュージーランド 250 億元 
2011/4/19 ウズベキスタン（失効中） 7 億元 
2011/5/6 モンゴル 50 億元 
2011/6/13 カザフスタン 70 億元 
2011/10/26 韓国（拡大＆延長） 3600 億元 
2011/11/22 香港（拡大＆延長） 4000 億元 
2011/12/22 タイ 700 億元 
2011/12/23 パキスタン 100 億元 
2012/1/17 アラブ首長国連邦 350 億元 
2012/2/8 マレーシア（拡大＆延長） 1800 億元 
2012/2/21 トルコ 100 億元 
2012/3/20 モンゴル（拡大＆延長） 100 億元 
2012/3/22 オーストラリア 2000 億元 
2012/6/26 ウクライナ 150 億元 
2013/3/7 シンガポール（拡大＆延長） 3000 億元 
2013/3/26 ブラジル 1900 億元 
2013/6/22 英国 2000 億元 
2013/9/9 ハンガリー 100 億元 
2013/9/11 アイスランド（延長） 35 億元 
2013/9/12 アルバニア 20 億元 
2013/10/1 インドネシア（再締結） 1000 億元 
2013/10/8 欧州中央銀行 3500 億元 
2014/4/25 ニュージーランド（延長） 250 億元 
2014/7/18 アルゼンチン（再締結） 700 億元 
2014/7/21 スイス 1500 億元 
2014/8/21 モンゴル（再拡大＆延長） 150 億元 
2014/9/16 スリランカ 100 億元 
2014/10/11 韓国（再延長） 3600 億元 
2014/10/13 ロシア 1500 億元 
2014/11/3 カタール 350 億元 
2014/11/8 カナダ 2000 億元 
2014/11/27 香港（再延長） 4000 億元 
2014/12/14 カザフスタン（再締結） 70億元 
2014/12/22 タイ（延長） 700億元 









相手国のアルゼンチン（09 年 4 月に 700 億元→
12 年 4 月に失効→14 年 7 月 700 億元で再締結）、
中国が最大貿易相手国のマレーシア（09 年 2 月
に 800 億元→12年 2 月に 1,800 億元）や、インド
ネシア（09 年 3 月に 1,000 億元→12 年 3 月に失効




希薄なベラルーシ（09 年 3 月に 200 億元→現在
失効中）では、主に外貨準備として使用されてい
る。香港（09 年 1 月に 2,000 億元→11年 11 月に
4,000 億元→14 年 11 月 4,000 億元）やシンガポー




なお、中国向けが輸出の 4 分の 1 を占めるほど経
済関係が密接な韓国（08 年 12 月に 1,800 億元→11








































8 月 10 日の日本経済新聞（電子版）に「日中の
通貨交換協定、1 年近く機能停止 関係悪化で」
と報じられ、14 年末現在も状況が変わっていな
い。日中間では、11 年 12 月の首相会談で合意し
た広範な金融協力の具体化も大幅に滞っている。


















融危機最中の 2008 年 12 月のことであった。その
後、11 年 10 月にスワップ限度が 1,800 億元から
3,600 億元に倍増された上、3 年間延長された。 
しかし、中韓の友好ぶりはこれだけにとどまら




















係を深めてきた。中蒙間では、2011 年 5 月に初
めて 50 億元の通貨スワップ協定が結ばれたが、1
年も経たないうちに、12 年 3 月に 100 億元規模
に拡充され、さらに 14 年 8 月に 150 億元（期間
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 人民銀は、この 1 年半ほどの間に、2013 年 6
月にイングランド銀行（2,000 億元）、同 10 月に
欧州中央銀行（3,500 億元）、14 年 7 月にスイス
























タイの主要 4 か国と 2 国間通貨スワップ協定を結
んでおり、総額（有効分）は 6,500 億元に上る。 
 以上 4 か国の通貨のうち、現在、マレーシア・
リンギット、タイ・バーツおよびシンガポール・
ドルが、人民元と米ドルを介さないでの直接交換
















の中で、中国が最初（09 年 2 月）に通貨スワッ
プの相手に選んだのはマレーシアだった。また、
オフショア人民元決済センターの設置レースにお
いても、マレーシアは 2013 年 4 月に認められた
シンガポールの後塵を拝したが、ライバル・タイ








































実際に、2009 年 4 月に期間 3 年の協定を締結



































も、IMF の統計（2013 年）では、世界第 12 位の
GDP 規模、第 5 位の高所得を誇るオーストラリ
アとの FTA は、中国が大型先進国と合意した初










スランド（2010 年 6 月に 35 億元→13 年 9 月に延
長発表）について二番目に早かった国である。 
2011 年 4 月に、人民銀とニュージーランド準
備銀行（中央銀行）が 250 億元規模のスワップ協
定を締結したと発表し、14 年 4 月に同協定がさ
らに 3 年間延長されたことが公表されている。 
ちなみに、ニュージーランドにとって、中国は
オーストラリアに次ぐ 2 番目の貿易相手で、両国
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2013 年 7 月 1 日付 パリ／ワシント発ロイターの
報道によると、フランス金融大手 BNP パリバは
13 年 6 月末に、米国の制裁対象国と違法な取引
を行ったことで、ニューヨーク当局から 89 億
7000 万ドルの罰金を科された上、米国内の決済





央銀行（ECB）が処分から僅か 3 か月後の 2013
年 10 月に人民銀と 3,500 億元／450 億ユーロの通
貨スワップを締結した。さらにそれから 1 年も経
















































韓国・ソウル 2014/7/4 中国交通銀行ソウル支店 




カタール・ドーハ 2014/11/2 中国工商銀行ドーハ支店 







タイ・バンコク 2014/12/22 中国工商銀行（タイ） 
スイス 2015/1/21 2015/1/25現在未発表 
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年 1 月 25 日迄に計 15 か所が人民銀の公認を得て





























































社（うち香港 79 社）が RQFII を取得しており、
これら機関に認められた投資限度額は計 2,997 億

































年 11 月 3 日と 8 日の通貨スワップ締結の時期に
合わせて、RQFII 制度に基づく投資限度額が割り
当てられている。なお、オーストラリアの場合、






表 3：RQFII に基づく投資枠配分（2015/1/25 現在） 
国・地域名 決定時期 投資限度額 
香港 2012 年 11 月 2700億元 
台湾 2013/1/29  1000億元 
英国 2013/10/15 800億元 
シンガポール 2013/10/22 500億元 
フランス 2014/3/28 800億元 
韓国 2014/7/4 800億元 
ドイツ 2014/7/7 800億元 
カタール 2014/11/3 300 億元 
カナダ 2014/11/8 500 億元 
オーストラリア 2014/11/17 500億元 










SWIFT は 2015 年 1 月 28 日、14 年 12 月の世界
の資金決済に占める人民元建てのシェアが 2.17％
となり、カナダ・ドル、オーストラリア・ドルを





















13 年 1 月 14 年 1 月 14 年 12 月 
米ドル 2 1 1 33.48% 38.75% 44.64% 
ユーロ 1 2 2 40.17% 33.51% 28.30% 
英 
ポンド 
3 3 3 
8.55% 9.38% 7.92% 
日本円 4 4 4 2.56% 2.49% 2.69% 
カナダ 
ドル 
7 5 6 
1.80% 1.80% 1.92% 
豪ドル 5 6 7 1.85% 1.75% 1.79% 
人民元 13 7 5 0.63% 1.39% 2.17% 
（出所）国際銀行間通信協会（SWIFT、スイフト）
の 2015 年 1 月 28 日付リリースより筆者作成。 
相手通貨名 取引市場 開始時期 
日本・円 インターバンク 2012/6/1 
台湾・ドル インターバンク 2013/2/6 
オーストラリア・ドル インターバンク 2013/4/10 
ニュージーランド・ドル インターバンク 2014/3/18 
英・ ポンド インターバンク 2014/6/19 
ヨーロッパ・ユーロ インターバンク 2014/9/30 
シンガポール・ドル インターバンク 2014/10/28 
韓国・ウォン インターバンク 2014/12/1 
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ちなみに、2014 年 12 月末現在、世界の通貨別
取引シェア・ランキング第 6 位（表 5）のカナ
ダ・ドルについても、同 11 月 8 日に、人民銀は
カナダ中央銀行と 2,000 億元の通貨スワップ協定


























































銀行）と人民銀が 2014 年 7 月に通貨スワップ協
定を結んだことを受け、スイスにある中国系の銀
行を通じて人民元決済が可能になることを求めて















































































たとえば、2015 年中に創設予定の AIIB の参加
国が今や中東や中央アジアにも広がっている。中
国財政省は、15 年 1 月 14 日までにサウジアラビ
アとタジキスタンが参加を決めたと発表した。14
年 10 月、第 1 陣として 21 カ国が AIIB 設立の覚
書に署名したが、その後、インドネシアとニュー
ジーランドが参加を決め、現在の参加国は中国を















出版社（中国）、2013 年 6 月 
2) 中国人民大学国際貨幣研究所編（2013）『人民幣国
際化報告 2013：世界貿易格局変遷与人民元国際化』、
中国人民大学出版社（中国）、2013 年 11 月 
 
以上のほか、日本銀行、日本財務省、中国人民銀行、
中国工商銀行、中国建設銀行、中国銀行、中国国家外為
管理局、韓国銀行、米連邦準備銀行（FRB）、欧州中央
銀行（ECB）、イングランド銀行、日本経済新聞など。 
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